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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第21期は、存続会社（旧 日本ナレッジインダストリ株式会社）について記載しております。 

４．第24期は、決算期の変更により平成13年10月１日から平成14年３月31日までの６ヶ月間となっております。

５．第25期以降は、平成14年１月31日に連結子会社を解散（平成14年９月27日清算結了）したことにより連結財

務諸表を作成していないため記載しておりません。 

回次 第  21  期 第  22  期 第  23  期 第  24  期 第  25  期 第  26  期 

決算年月 平成11年９月 平成12年９月 平成13年９月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 

売上高 (千円) 6,897,585 15,772,475 16,889,222 8,653,131 － － 

経常利益 (千円) 262,437 437,233 1,049,129 329,692 － － 

当期純損益 (千円) △174,085 △153,110 309,389 64,116 － － 

純資産額 (千円) 3,083,753 5,252,348 5,432,854 5,352,931 － － 

総資産額 (千円) 4,833,014 10,531,465 10,190,328 9,948,238 － － 

１株当たり純資産額 (円) 549.20 404.73 417.29 411.58 － － 

１株当たり当期純損益金額 (円) △31.00 △11.80 23.78 4.93 － － 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
(円) － － － － － － 

自己資本比率 (％) 63.8 49.9 53.3 53.8 － － 

自己資本利益率 (％) △5.4 △3.7 5.8 1.2 － － 

株価収益率 (倍) － － 20.10 91.28 － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － 572,678 1,524,638 △168,923 － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － 557,077 99,729 △225,795 － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － △1,432,311 △1,160,437 △245,962 － － 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(千円) 582,973 1,187,751 1,651,682 1,011,000 － － 

従業員数 (人) － 1,417 1,365 1,324 － － 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第21期は、存続会社（旧 日本ナレッジインダストリ株式会社）について記載しております。 

４．従業員数は第22期より就業人員数を表示しております。 

５．第24期は、決算期の変更により平成13年10月１日から平成14年３月31日までの６ヶ月間となっております。

６．第24期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純

損益金額の各数値は発行済株式総数から自己株式数を控除して計算しております。 

回次 第  21  期 第  22  期 第  23  期 第  24  期 第  25  期 第  26  期 

決算年月 平成11年９月 平成12年９月 平成13年９月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 

売上高 (千円) 6,865,705 15,686,152 16,800,949 8,653,131 16,742,714 15,715,941 

経常損益 (千円) 260,288 437,546 1,047,195 324,469 △175,767 139,922 

当期純損益 (千円) △175,729 △152,739 312,391 79,756 △700,919 44,314 

持分法を適用した場合の投

資損失 
(千円) － － － － △40,449 △27,518 

資本金 (千円) 809,925 1,180,897 1,180,897 1,180,897 1,180,897 1,180,897 

発行済株式総数 (株) 5,615,220 13,034,660 13,034,660 13,034,660 13,034,660 13,034,660 

純資産額 (千円) 3,041,199 5,256,329 5,402,288 5,329,684 4,492,095 4,571,173 

総資産額 (千円) 4,789,088 10,522,741 10,136,843 9,927,597 10,004,082 10,566,517 

１株当たり純資産額 (円) 541.60 403.26 414.46 409.79 352.83 365.57 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 
(円) 

10.00 

(－) 

10.00 

(－) 

10.00 

(－) 

5.00 

(－) 

5.00 

(－) 

5.00 

（－） 

１株当たり当期純損益金額 (円) △31.30 △11.72 23.97 6.13 △54.42 3.53 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
(円) － － － － － － 

自己資本比率 (％) 63.5 50.0 53.3 53.7 44.9 43.3 

自己資本利益率 (％) △5.6 △3.7 5.9 1.5 △14.3 1.0 

株価収益率 (倍) － － 19.94 73.41 － 85.27 

配当性向 (％) － － 41.7 81.5 － 141.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － － △583,935 △496,902 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － － △425,257 △62,886 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － － 1,143,344 546,825 

現金及び現金同等物の期末

残高 
(千円) － － － － 1,102,965 1,090,002 

従業員数 (人) 459 1,412 1,360 1,324 1,335 1,311 
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２【沿革】 

年月 概要 

昭和54年６月 東京都品川区西五反田２丁目28番２号に設立、ソフトウェア開発を主とする知識・情報産業とし

て事業を開始 

昭和56年４月 本社を東京都品川区西五反田７丁目22番17号に移転 

昭和61年１月 システム開発株式会社よりソフトウェア部門の営業譲受 

昭和61年４月 名古屋駐在所（のち名古屋営業所）を開設 

昭和61年10月 九州支社を開設 

昭和63年５月 日本証券業協会に株式店頭登録（現ＪＡＳＤＡＱ市場） 

昭和63年12月 「システムインテグレータ」の登録認定 

平成２年４月 ソフトウェア制作拠点及び研修所として南品川事務所（のち品川システムセンタ）開設 

平成７年４月 札幌営業所を開設 

平成９年４月 大阪営業所（のち関西支社）を開設 

平成11年８月 「プライバシーマーク」の認証を取得 

平成11年10月 株式会社アイエックス（昭和39年７月設立）と合併し、商号をアイエックス・ナレッジ株式会社

に変更 

本社、品川システムセンタ、関西支社、九州支社、札幌営業所、水戸営業所、新潟営業所、名古

屋営業所の体制となる 

平成12年７月 「ＩＳＯ９００１」の認証を取得 

平成14年４月 本社を東京都港区海岸３丁目22番23号に移転 

品川システムセンタを閉鎖 

平成15年４月 九州支社、関西支社、名古屋営業所、新潟営業所、水戸営業所、札幌営業所をシステムセンター

へと機能転換。名称をそれぞれ九州センター、関西センター、名古屋センター、新潟センター、

水戸センター、札幌センターと定める。 

平成15年７月 100％出資子会社として、株式会社ＩＫＩアットラーニングを設立 

平成15年12月 100％出資子会社として、アイ・ティ・ジャパン株式会社を設立 
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３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び子会社２社、関連会社３社により構成されており、当社は

情報サービス（コンサルティング・サービス、システム・インテグレーション・サービス、システムマネージメント

サービス、商品販売）を主たる業務としております。 

 また、関係会社においては、情報サービスを主にこれらに付帯する業務を行っております。 

 当社企業集団の事業系統図は次のとおりであります。 

 
 （注）１．平成15年７月にコンサルティング及び教育訓練業務に特化した情報サービスを提供する100％出資子会社と

して㈱ＩＫＩアットラーニングを設立いたしました。 

２．前事業年度において関連会社であったアイ・ティ・ジェイ㈱は、平成15年９月に大阪地裁へ民事再生法を申

請し、同日財産保全命令を受けております。 

なお、同社は㈱マツヤデンキの子会社であります。 

３．平成15年12月に上記アイ・ティ・ジェイ㈱の営業譲り受けを目的とした100％出資子会社としてアイ・テ

ィ・ジャパン㈱を設立いたしました。 

なお、同社は平成16年２月アイ・ティ・ジェイ㈱から営業の一部を譲り受けております。 
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４【関係会社の状況】 

 主な関連会社は次のとおりであります。 

（注）債務超過会社であり、債務超過の額は平成16年３月末時点で352,590千円であります。 

  

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。ま

た、休職者、嘱託、契約社員は含まれておりません。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割合 
（％） 

関係内容 

シーディーシーソリ

ューションズ㈱ 

（注） 

東京都品川区 85,000 情報サービス 20.0 

役員の兼任１名

（当社役員） 

資金援助及び営業

上の取引あり。 

  平成16年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

1,311 32才6ヶ月 9年8ヶ月 4,597,280 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当期におけるわが国経済は、民間設備投資が増加傾向を示す中、生産の持ち直しや株価の上昇から、企業収益

の改善が顕著になるとともに、個人消費や雇用・所得環境も持ち直しの動きが見られるなど、景気は回復基調に

転じてまいりました。 

このような中にありながらも、当情報サービス業界では、システム関連の投資内容の選別、投資コスト削減等の

動きが根強く残り、また、企業再編に伴うシステム再構築のための投資が一巡したことと相俟って、情報化投資

は総じて低調に推移し、情報サービス企業にとっては、引き続き厳しい経営環境のうちに推移いたしました。 

 一方、近年における企業の情報システムに対するニーズは、効率的かつ戦略的な経営を実現するためのシステ

ムの構築へと向かっており、その傾向はますます高まってきております。当社ではこのような市場のニーズに対

応するため、コンサルティングからシステムの開発、保守、運用までを行う一貫したサービスの提供を志向して

まいりました。また、顧客の持つビジネス上の課題を情報システムと関連付けて、新たなビジネスプロセスとし

て顧客にとって有用な解決策を提案するソリューションサービスの拡充を図ってまいりました。 

 さらに、当期におきましては、原子力関係の科学技術計算の分野で高度の技術力を保有しているアイ・ティ・

ジェイ株式会社から営業の一部を譲り受けるため、子会社アイ・ティ・ジャパン株式会社を設立いたしました。

これにより、この分野での新たな事業展開を目指すことといたしました。 

 社内の業務プロセスにつきましては、将来を見据え、効率的な生産体制の構築、効果的な研究開発の推進、プ

ロジェクト管理の強化ならびに優れた人材の確保・育成に精力的に取り組んでまいりました。当期において講じ

た具体的な施策は次のとおりであります。 

①従来研究開発部門に属していたコンサルティング部門をシステム開発のソリューション部門に移管し、生産 

 ラインを一体化することにより、業務の迅速な連携ができる体制を構築いたしました。 

②研究開発部門を全社的な業務領域に係る技術研究やマーケティング業務を担う部門に改編いたしました。研 

 究開発部門では、多くのテーマの中から有用性のある数件のテーマを絞り込み、これを事業化に結びつける 

 活動を行ってまいりました。 

③事業の効率的な運営を行うため、地方での分散開発体制を構築いたしました。具体的には、支社営業所の営 

 業機能を本社に一本化し、これらの地方拠点については、業務効率を高め、地場マーケットの開拓と首都圏 

 に集中する業務の分散開発を行う「センター」へと機能を転換いたしました。 

④品質管理システム（ＩＱＭＳ）とリスク管理システム（ＰＲＡ）の機能を向上させ、個別プロジェクトに関 

 する採算管理、進捗管理、品質管理の徹底を図ってまいりました。 

⑤教育研修体制については、テクニカルスキル、マネージメントスキルならびにヒューマンスキルの向上を柱 

 とする実効的かつ効率的なカリキュラムに変更いたしました。また、人材の有効活用にも積極的に取り組ん 

 でまいりました。 

 

 当期の業績でありますが、前期に引き続き、顧客の情報化投資に対する姿勢には依然として厳しい面が見ら

れ、価格面での引下げの要請や業務量縮小が相次ぎました。また、従前から取り組んできたいくつかの大型開発

案件が当期において終了いたしました。 

 このような中で、当社が得意とする業務領域の拡大を図り、収益性を優先する受注活動に注力するとともに、

効率的な生産活動を推進してまいりました。これにより、前期に比べ生産性の向上が図られ、また、経費削減の

効果も現れてまいりました。 

 この結果、売上高につきましては１５，７１５百万円（前期比６.１％減）と伸び悩みましたが、利益面では

収益率が向上し、経常利益が１３９百万円（前年同期は経常損失１７５百万円）となり、当期において黒字転換

を果たすことができました。なお、当期におきましては、退職給付会計基準変更時の差異償却、有価証券の評価

損等合わせて１２６百万円を特別損失として計上しております。これにより、当期純利益は４４百万円（前年同

期は当期純損失７００百万円）となりました。 

 

 当期の品目別の状況は次のとおりであります。 

 コンサルティング・サービス業務では、合併を契機として行政の電子化を目指そうとする地方自治体を対象に

ＩＴシステム統合関連のコンサルティング業務の拡大を関連会社と連携し進めてまいりました。また、全国ネッ

トの総合的な物流システムの構築にコンサルティング段階から取り組んでまいりました。マーケティング分野で

は、食品の安全性、環境配慮をテーマに独自の視点で調査したマーケティングデータを提供する専用のＷＥＢサ
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イトを構築いたしました。この結果、当期の売上高は１，０７６百万円（前期比４０.３％増）と大幅に増加い

たしました。 

 システム・インテグレーション・サービス業務では、サービス・産業分野での受注が大きく拡大するととも

に、金融、通信、公共の各分野からも引き続き受注を得ることができ、特に証券決済システム、証券業の基幹シ

ステム、移動体通信関連システム、広告業の基幹システム、公共関連システム構築など大型開発案件の受注に成

功いたしました。 

 しかしながら、全般的な受注業務の低価格化と規模縮小の傾向に加え、従来から行ってきた金融関係の大型案

件が相次いで終了したことの影響もあり、当期の売上高は１１，４２３百万円（前期比１０.０％減）と減少を

余儀なくされました。なお、当期は、前期まで複数の案件で発生した品質、見積り、設計上の問題をプロジェク

トの管理強化により大幅に縮減し予定外の費用発生を押えた結果、利益率は前期に比べ改善しております。 

 システムマネージメントサービス業務では、汎用システムの需要の落ち込みが顕著となる中、金融や公共分野

での大型の運用管理案件を継続受注する一方で、今後需要の増加が見込めるクライアントサーバシステムや通信

ネットワークシステムの運用管理サービスにも注力してまいりました。また、電子商取引を行う顧客に対してイ

ンターネット事業の運用を代行するインターネットデータセンターサービス業務の拡大を図るとともに、当期か

らコールセンター業務を開始するなど、システム運用に関する総合的なサービスを提供してまいりました。この

結果、当期の売上高は３，０６１百万円（前期比３.１％減）となりました。 

 商品販売（ソフトウェア・プロダクト、コンピュータ及び関連機器消耗品の販売）は１５４百万円（前期比１

６１.６％増）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ１２百万円(△１.

２％)減少し、当事業年度末には１,０９０百万円となりました。 

当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は前事業年度に比べ８７百万円(△１４.９％)減少し４９６百万円となりました。 

これは主に売上債権の増加５８９百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は前事業年度に比べ３６２百万円(△８５.２％)減少し６２百万円となりました。 

これは主に有価証券の売却、償還及び保険の解約による収入１７０百万円と子会社設立による投資７０百万円及

び関係会社に対する貸付１５０百万円を反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は前事業年度に比べ５９６百万円(△５２.２％)減少し５４６百万円となりまし

た。 

これは主に長短期借入金の純増額６７３百万円によるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 （注） 本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 （注） 本表の記載金額につきましては、消費税等は含まれておりません。 

区分 品目 
第26期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前年同期比（％） 

情報サー

ビス 

コンサルティング・サービス（千円） 1,048,682 135.7 

システム・インテグレーション・サービス 

（千円） 
11,202,500 88.6 

システムマネージメントサービス（千円） 3,079,247 96.3 

合計（千円） 15,330,429 92.3 

区分 品目 

第26期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

受注高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

情報サー

ビス 

コンサルティング・サービス 1,171,333 123.6 349,742 137.2 

システム・インテグレーション・サービス 11,153,219 80.7 3,298,595 92.4 

システムマネージメントサービス 3,097,213 101.3 1,475,364 102.5 

合計 15,421,766 86.5 5,123,701 97.3 

区分 品目 
第26期 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前年同期比（％） 

情報サー

ビス 

コンサルティング・サービス（千円） 1,076,440 140.3 

システム・インテグレーション・サービス 

（千円） 
11,423,467 90.0 

システムマネージメントサービス（千円） 3,061,566 96.9 

商品販売（千円） 154,467 261.6 

合計（千円） 15,715,941 93.9 
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３【対処すべき課題】 

 当社は、顧客から満足いただけるサービスを提供し、企業としての価値と信頼性の更なる向上を図ることにより、

「選ばれる会社」を目指し努力してまいります。 

当社が掲げる当面の課題は、次のとおりであります。 

①コンサルティングとソリューションサービスの充実を軸として、顧客の要求に対し迅速に対応し、かつ的確に提案

できる体制を構築してまいります。このため、これまで築き上げてきた情報サービスの一貫提供体制を基盤に、金

融、通信、産業、公共等、それぞれにおいて得意とする分野を育成・強化することにより、技術の特化を図り、競

争力を向上させてまいります。 

②電子自治体構想の実現、総合的物流システムの構築、ＷＥＢを利用するラーニングマネージメントシステム（学習

管理システム）の販売、科学技術計算に関するマーケットへの参入等、これまで戦略的な資金の活用を通して特色

ある技術を持つ企業と連携することにより、新たな事業を展開してまいりましたが、今後は、これらの事業を拡大

していくとともに、新しい事業領域に積極的に参入し業容の拡大に努めてまいります。 

③ＩＴの家庭生活への普及を見据え、新たなビジネスモデルを創出するための研究開発活動を推進するとともに、高

度化する技術に対応できる人材の育成・確保に積極的に取り組んでまいります。 

④引き続き効率的な事業運営と原価の低減、経費の削減に取り組むことにより、安定した利益の確保を目指してまい

ります。 

４【事業等のリスク】 

 当社の業績は、今後起こり得るさまざまな要因により影響を受ける可能性があります。当社の事業展開上のリス

ク要因となる可能性のある事項は、外部要因を含めて以下のようなものであります。当社はこれらのリスク発生の

可能性を認識した上で、その発生の防止及び発生した場合の対応に努力してまいります。 

〔開発プロセス上の問題〕 

 基幹業務のシステム・インテグレーション・サービスのうち、設計及び開発の工程では、過去にプロセス管理、

品質管理上の問題が発生し、案件全体の採算が悪化するするケースが多く、とくに過去２年の重点課題として同工

程の管理強化と顧客との打合せの精度向上、さらには案件のいわゆるリスク評価手法による事前管理等に努めてま

いりました。これにより、当期は不採算案件の発生は前期に比べ大幅に減少しました。しかし、今後も顧客事情に

よる要因を含めて、こうした問題発生の可能性を完全に消滅させることは難しいと考えられます。 

〔要員確保の問題〕 

 当社の事業は、先進的な技術力を伴う社員技術者や協力会社所属の技術者を組織して案件処理に当たっておりま

す。このため、案件の規模や技術要素に適応した技術者を適宜組織することが事業遂行の必須要件となりますが、

需要動向によっては、技術者とりわけ指導的な技術者の確保が難しく、顧客から引合があっても受注できず事業機

会を逸する事態が起こらないとも限りません。協力会社の技術者の確保が流動化しつつある最近の状況は、そうし

たリスク要因を多く含んでいると見られます。 

〔売上の期末集中の問題〕 

 基幹業務のシステム・インテグレーション・サービスの業務契約形態は案件の全部ないし一部の業務を一括して

担当する一括請負契約と、要員の個別派遣契約に基づく契約形態に大別されますが、前者の場合は顧客の決算期に

合わせた検収が多く、売上計上の時期が上期末（9月）及び下期末（3月）に集中する傾向にあります。また、この

傾向は各四半期ごとの業績にも季節的変動を生じさせております。 

〔戦略的事業リスクの問題〕 

 当社は新規事業分野の開拓や、特定の長期大型案件の獲得にあたっては、期間の収益率が比較的低い案件を戦略

的に受注するケースがあります。これも一時的な事業リスクとなります。このうち長期大型案件の獲得は、コンサ

ルティングからシステム運用に至るいわゆる一貫サービス案件の初期段階で、収益性が安定しているシステム運用

業務の獲得に繋げることを主眼としたものです。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当事業年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 
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６【研究開発活動】 

 当社の研究開発活動は、当期新設したナレッジ研究所研究開発室（８名）を中心に各事業本部と共同で実施してお

ります。その目的は、当社事業への付加価値性・差別的優位性の賦与を基軸とし、今後の当社事業の中心となる製

品・サービスを開発することにあります。当事業年度における研究成果および研究中のテーマは次のとおりであり、

当事業年度における研究開発費の総額は、７２，３７９千円となっております。 

（１）行政評価手法研究 

 当社が従来からノウハウとして開発・所有していた“ＩＫＩ－ＣＳ分析手法”を応用し、自治体の「行政評価

（政策評価・施策評価・事務事業評価）」を行なう独自の行政評価手法サービスを開発いたしました。 

（２）Ｗｅｂによるマーケティングデータコンテンツ販売受付システム開発 

 当社が独自調査した “エコフードマーケティングデータ”の実績・資源を再活用した新製品開発および、Ｗ

ｅｂによるデータコンテンツ販売事業を実現するＷｅｂサイト「食のＭａＤＯ」を開発いたしました。 

（３）ユビキタス時代のサービス開発 

 ユビキタス時代における市場創造型のサービス開発を進めております。当期は多様な領域の中から当社にとっ

て可能性の高い領域に絞込み、複数の事業企画アイデアを発想いたしました。個々の評価と選定されたアイデア

の事業計画化を推進してまいります。 

（４）情報セキュリティ新支援サービス開発 

業種と学習レベルを絞った情報セキュリティのeラーニングシステム開発を進めております。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成に当たりまして、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収入・費用の報

告数値に影響を与える見積りは、主に貸倒引当金、退職給付費用、繰延税金資産、法人税等であり、継続して評

価を行っております。 

 なお、見積りの評価については、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる様々な要因に基づき行っており

ますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、異なる可能性があります。 

（２）当事業年度の経営成績の分析 

  当情報サービス業界は、景気の動きに対して遅行化の傾向が見られ、企業の情報化投資は総じて低調に推移

し、厳しい経営環境が続きました。このような中で、当社は、安定した利益の確保を実現するため、得意とする

分野の拡大と収益性を優先する受注活動に注力してまいりました。また、原価の低減、経費の削減を精力的に進

めてまいりました。 

  この結果、前期に比べ、売上高は減少いたしましたが、利益面では、収益率が向上し、一定の成果をあげるこ

とができたものと考えております。 

①売上高 

 当期の売上高は、１５,７１５百万円と前期に比べ６.１％の減少となりました。特に当社の事業の主要部分を占め

るシステム・インテグレーション・サービス業務では、全般的な低価格化と規模縮小の傾向が続いたことに加え、従

来からの金融関係の大型案件が相次いで終了したことも影響し、前期比１０.０％の減少を余儀なくされました。 

 これに対し、コンサルティング業務は、地方自治体の合併に伴うＩＴシステム導入に向けた業務や全国ネットの総

合物流システムの構築に関する業務を受注したことなどから、前期比４０.３％増と大幅に増加いたしました。コン

サルティング案件の増加は次の段階であるシステム開発、さらにはシステム運用案件の受注に繋がるプラス要因と考

えております。 

②売上総利益 

  当期は、収益性を優先する受注活動を推進するとともに、リスク管理と品質管理を中心とするプロジェクト管理の

強化に取り組み、効率的な生産活動を実施してまいりました。これにより、生産性の向上が図られ、売上総利益率は

２．４ポイント改善し１５．０％となりました。 

③営業利益及び経常利益 

  営業利益及び経常利益は、上記のとおり売上原価の低減が図られたことに加え、諸経費削減の効果が現れたことか

ら、当期において黒字転換を果たすことができました。 

  販売費及び一般管理費は、大半の費目で削減が達成でき、前期に比べ３.２％減少しております。 
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④当期純利益 

  当期は、退職給付会計基準変更時差異償却、有価証券の評価損等合わせて１２６百万円を特別損失として計上いた

しました。この結果、当期純利益は４４百万円となりました。 

（３）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社の基幹事業でありますシステム・インテグレーション・サービスは、顧客との綿密な打合せに基づくシス

テムの設計から、システムの構築（開発）さらに運用（メンテナンスを伴う維持管理）といった業務で構成され

ます。このうちとくに設計及び開発の工程では過去において、プロセス管理、品質管理上の問題が発生し、案件

全体の採算が悪化するケースが多く、当社においても同工程の管理強化と顧客との打合せの精度向上、さらには

案件のいわゆるリスク評価手法による事前管理等に努めてまいりました。 

 これにより、当期は上記問題要素を主因とする不採算案件の発生は前期に比べ大幅に縮減することができまし

たが、顧客事情による要因を含めて、こうした問題発生の可能性を完全に消滅させることは難しく、引き続き最

小限に抑えるべく努力しているところでございます。 

 また、当社は先進的な技術力を伴う社内外の技術者を組織して案件処理に当たっていることから、案件の規模

や構成技術要素に適応した技術者を適宜組織することが事業遂行の必須要件となります。このため、技術者とり

わけ案件遂行をリードできる指導的な技術者の確保しだいでは、顧客からの引合にもかかわらず事業機会を逸す

る事態が起こらないとも限らず、当面はこうした指導的技術者の確保を最優先課題として臨む方針であります。

（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社の資金状況は、当事業年度末における現金及び現金同等物では前事業年度末に比べ１２百万円減少し、

１,０９０百万円となりました。 

 これは営業活動により４９６百万円の資金を使用したため、財務活動により５４６百万円の資金を増加させ、

当事業年度末の資金残高を前事業年度末と同水準に維持したことが主因であります。 

 営業活動により使用した資金４９６百万円の内訳は、主に売上債権の増加５８９百万円によるものであり、こ

れは３月単月の売上高が前年に比べ４４１百万円増加したことが原因であります。 

 また、財務活動により増加した資金５４６百万円の内訳は、主に長短借入金の純増額６７３百万円でありま

す。 

（５）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社を取り巻く事業環境は、マクロ的になお厳しい側面があるものの、中長期的に緩やかな成長が続く一方、

システム関連投資の市場においては当面、当社の基幹市場主要顧客であります証券・金融、鉄鋼、流通・サービ

ス、移動体通信等の産業において需要が増加してくるものと見られます。また中期的には、ユビキタスや情報セ

キュリティシステムの構築、電子商取引の推進、電子自治体実現の動きの中で情報サービスの事業機会が高まる

ことが期待されます。 

 しかし、顧客による投資の選別やコスト削減の動きは一段と進み、従来以上に情報サービス企業を厳しく選別

し、柔軟な価格競争力やサービス内容の独自性が求められていくと考えられます。顧客が特に求める要素は、品

質、納期及び個人情報保護等に関する信頼性と、機能性に優れたシステム商品を活用するいわゆるソリューショ

ンサービスにあります。 

 そうした中で、当社は「選ばれる会社」として、迅速かつ高品質のサービスを適正価格で提供することによ

り、顧客に満足いただき、信頼される会社を目指してまいります。これを実現するために、特に、コンサルティ

ング業務の拡充、ソリューションサービスを充実、ホスティングサービス、データセンター事業等のアウトソー

シングサービスの推進に注力してまいります。 

 また、これまで築き上げてきた情報サービスの一貫提供体制を基盤として、金融、通信、産業、公共等、当社

が得意とする分野を育成・強化することにより、技術の特化を図り、競争力を向上させてまいります。さらに

は、戦略的な資金活用を通して、長期大型案件の受注や新たな事業分野開拓に取り組むほか、研究開発活動を推

進し、業容の拡大に努めてまいります。 
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第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当事業年度において重要な設備投資及び設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 （注）１．記載金額には消費税等は含まれておりません。 

２．本社・本社開発センタ、関西支社及び九州支社は賃借しており、年間賃借料は300,647千円であります。 

３．ＩＫＩ品川ビルは賃貸しており、年間賃貸料は27,600千円であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当事業年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  平成16年３月31日現在

事業所名 
(所 在 地) 

事業区分 
設備の内
容 

帳  簿  価  額  （千円） 
従業 
員数 
(名) 建物及び

構築物 
器具備品 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 

本社開発センタ 

（東京都港区） 

情報サービス 

管理部門 

事務所及

び設備 

（注）２ 

34,220 126,523 
－ 

（－)
2,851 163,595 1,091 

関西センター 

（大阪市中央区） 
情報サービス 

事務所及

び設備 

（注）２ 

470 2,240 
－ 

（－)
－ 2,710 66 

九州センター 

（福岡市博多区） 
情報サービス 

事務所及

び設備 

（注）２ 

－ 2,287 
－ 

（－)
－ 2,287 60 

ＩＫＩ品川ビル 

（東京都品川区） 
管理部門 

賃貸設備 

（注）３ 
249,642 19,303 

1,088,986 

(632.75)
－ 1,357,931 － 

梶が谷社宅 

（川崎市高津区） 
管理部門 社宅 259,934 － 

126,060 

(440.77)
－ 385,994 － 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 株式会社アイエックスとの合併 

合併比率        １対0.8 

割当交付      7,419,440株 

資本組入額         50円 

(4）【所有者別状況】 

（注）１．自己株式530,255株は「個人その他」に530単元及び「単元未満株式の状況」に255株を含めて記載しておりま

す。 

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が５単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数
（株） 

（平成16年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成16年６月25日） 

上場証券取引所名
又は登録証券業協
会名 

内容 

普通株式 13,034,660 同左 日本証券業協会 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

計 13,034,660 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成11年10月１日 7,419,440 13,034,660 370,972 1,180,897 1,276,678 1,923,803 

  平成16年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 1,000株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
外国法人等
のうち個人 

個人その他 計 

株主数（人） 1 13 9 77 2 1 2,425 2,527 － 

所有株式数

（単元） 
325 1,095 15 1,063 2 1 9,906 12,406 628,660 

所有株式数の

割合（％） 
2.62 8.82 0.12 8.57 0.02 0.01 79.85 100 － 
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(5）【大株主の状況】 

 （注） 当社は、平成16年３月31日現在自己株式を530,255株保有しておりますが、上記大株主の状況から除外してお

ります。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株含まれております。なお、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれておりません。 

  平成16年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

安藤 多喜夫 神奈川県横浜市中区山手町９－10 2,067 15.86 

ＩＫＩ持株会 
東京都港区海岸３丁目22－23 ＭＳＣセン

タービル 
981 7.53 

財務大臣 東京都文京区湯島４丁目６－15 325 2.49 

西尾 富志江 東京都世田谷区南烏山５丁目22－２ 278 2.14 

有限会社エム ビ エス 東京都世田谷区南烏山５丁目22－２ 276 2.12 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目21－24 265 2.04 

安藤 文男 神奈川県横浜市中区山手町10－１ 211 1.62 

春日 正好 
神奈川県川崎市麻生区王禅寺東３丁目20－

８ 
203 1.56 

有限会社藤田中 東京都中央区銀座４丁目14－15－502 201 1.54 

株式会社安藤情報技術研究

所 
東京都中央区銀座４丁目14－15－502 176 1.35 

計 － 4,984 38.24 

  平成16年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

530,000 
－ 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

11,876,000 
11,871 同 上 

単元未満株式 
普通株式 

628,660 
－ 同 上 

発行済株式総数 13,034,660 － － 

総株主の議決権 － 11,871 － 
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②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

（注）１．前定時総会決議により決議された株式の総数を前定時株主総会の終結した日現在の発行済株式の総数で除して

計算した割合は、4.99％であります。 

２．未行使割合が多いのは、買付期間中における出来高が低調に推移したためであります。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

  平成16年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

アイエックス・ナレッジ

株式会社 

東京都港区海岸三丁目

22番23号 
530,000 － 530,000 4.07 

計 － 530,000 － 530,000 4.07 

  平成16年６月25日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

定時株主総会での決議状況 

（平成15年６月26日決議） 
650,000 200,000,000 

前決議期間における取得自己株式 200,000 60,200,000 

残存授権株式の総数及び価額の総額 450,000 139,800,000 

未行使割合（％） 69.23 69.90 
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ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注）平成16年６月25日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し「当社は、商法第211条ノ３第１項第２号の

規定により、取締役会の決議をもって自己株式を買受けることができる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題と位置付け、安定配当を基本に据えつつ、業績を加味した成果の

配分を行うことを基本方針としております。また、これとともに、情報サービス産業界における急激な需要変化・技

術革新に対応した積極的かつ継続的な教育投資、技術開発投資を行い、会社の競争力を維持・強化するため内部留保

の充実にも努めてまいります。 

 これに基づき、利益配当金につきましては、１株につき年間１０円を維持することを基本方針として定めておりま

す。 

 しかしながら、当期につきましては、利益を確保することができたものの、厳しい業績となり、また、今後の経営

環境も楽観を許さない状況となっております。このため、当期の利益配当金につきましては、前期同様１株につき５

円の配当を実施することと致しました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、日本証券業協会の公表のものであります。 

２．第24期は、決算期の変更により平成13年10月１日から平成14年３月31日までの６ヶ月間となっております。

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、日本証券業協会の公表のものであります。 

  平成16年６月25日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 622,000 

  平成16年６月25日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － － － 

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 

決算年月 平成11年９月 平成12年９月 平成13年９月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 

最高（円） 1,400 1,280 700 540 430 410 

最低（円） 315 640 430 380 230 251 

月別 平成15年10月 11月 12月 平成16年１月 ２月 ３月 

最高（円） 410 350 310 325 300 320 

最低（円） 286 283 271 282 284 295 
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５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
  安藤 文男 昭和30年６月23日生 

昭和54年５月 ㈱アイエックス入社、取締役

就任 

昭和62年３月 常務取締役就任総務担当 

平成２年７月 専務取締役就任事業本部長 

平成３年６月 取締役副社長就任事業担当 

平成６年７月 代表取締役副社長就任 

平成８年６月 代表取締役社長就任 

平成11年10月 当社代表取締役副社長就任 

平成13年10月 代表取締役社長就任（現任） 

211 

専務取締役 
コーポレート

部門統括 
齊藤 輝夫 昭和20年２月13日生 

昭和39年４月 日野ディーゼル㈱入社 

昭和42年12月 ㈱アイエックス入社 

昭和52年４月 ＦＭ部長 

平成３年６月 取締役就任ＳＯ事業本部長 

平成６年７月 常務取締役就任事業担当 

平成11年10月 当社常務取締役就任システム

オペレーション事業本部長 

平成13年10月 専務取締役就任システムマネ

ージメントサービス事業統括

兼支社営業所統括本部長 

平成15年４月 専務取締役システムマネージ

メントサービス事業統括兼ス

タッフサービス事業統括兼シ

ステムセンター事業部長 

平成16年４月 専務取締役コーポレート部門

統括（現任） 

66 

常務取締役 事業部門統括 都倉 建蔵 昭和20年９月18日生 

昭和39年４月 東京芝浦電気㈱中央研究所

（現㈱東芝）入社 

昭和57年４月 当社入社 

昭和62年10月 業務推進本部金融システム部

担当部長 

平成５年12月 取締役就任、ＳＩ事業本部副

本部長兼品川システムセンタ

統括部長 

平成９年１月 常務取締役就任システム・イ

ンテグレーション事業部長兼

ＳＩ第１部長 

平成12年10月 常務取締役ソリューション事

業本部長、ファイナン 

シャル事業本部・アプリ 

ケーション事業本部管掌 

平成13年10月 常務取締役システムインテグ

レーション事業統括兼ソリュ

ーション事業本部長 

平成15年４月 常務取締役システムインテグ

レーション事業統括 

平成16年４月 常務取締役事業部門統括（現

任） 

11 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常務取締役 営業部門統括 家老 秀那夫 昭和22年11月１日生 

昭和42年４月 新潟県教育庁中越教育事務所

勤務 

昭和44年１月 ㈱アイエックス入社 

昭和56年４月 営業本部第一営業部長 

昭和62年４月 取締役就任地域開発事業部長 

平成８年６月 常務取締役就任システム・イ

ンテグレーション・販売統括 

平成11年10月 当社常務取締役就任営業本部

長 

平成14年４月 常務取締役営業統括本部長 

平成16年４月 常務取締役営業部門統括（現

任） 

24 

常務取締役 

ストラテジッ

クマーケティ

ング室長 

宇野 文雄 昭和24年３月25日生 

昭和46年４月 三井情報開発㈱入社 

昭和54年８月 当社入社 

昭和62年４月 システム開発第二部長 

昭和62年12月 取締役就任システム開発第二

部長 

平成13年６月 常務取締役就任経営企画室

長、総務部管掌 

平成13年10月 常務取締役経営企画室長 

平成14年４月 常務取締役ストラテジックマ

ーケティング室長（現任） 

24 

取締役 

業務本部長兼

ＢＰＲ推進部

長兼研究開発

部長 

古賀 脩二 昭和21年１月25日生 

昭和44年２月 ㈱アイエックス入社 

平成９年４月 生産技術部長 

平成９年６月 取締役就任生産技術部長 

平成11年10月 当社取締役就任上場準備室長 

平成12年10月 取締役上場準備室長、業務統

括室管掌 

平成13年10月 取締役上場準備室長 

平成14年４月 取締役ＢＰＲ推進室長 

平成16年４月 取締役業務本部長兼ＢＰＲ推

進部長兼研究開発部長（現

任） 

51 

取締役 

アプリケーシ

ョン事業本部

担当兼システ

ムマネージメ

ントサービス

事業本部担当

兼システムセ

ンター事業本

部担当 

幅 政喜 昭和23年３月15日生 

昭和43年11月 ㈱アイエックス入社 

平成11年10月 合併により当社入社、執行役

員システムインテグレーショ

ン事業本部副本部長兼アプリ

ケーション事業部長 

平成13年10月 執行役員ビジネスアプリ 

ケーション事業本部長 

平成14年４月 ビジネスアプリケーション事

業本部長 

平成14年６月 取締役就任ビジネスアプリケ

ーション事業本部長 

平成15年４月 取締役アプリケーション事業

本部長 

平成16年４月 取締役アプリケーション事業

本部担当兼システムマネージ

メントサービス事業本部担当

兼システムセンター事業本部

担当（現任） 

2 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 管理本部長 翁川 勇治 昭和24年１月19日生 

昭和43年２月 ㈱毎日案内広告社入社 

昭和61年４月 ㈱アイエックス入社 

平成９年６月 取締役管理統括役員補佐兼人

事部長 

平成11年10月 合併により当社入社、執行役

員人事部長 

平成12年10月 執行役員管理部副部長 

平成14年４月 管理本部副本部長兼人事部長 

平成14年６月 取締役就任管理本部副本部長

兼人事部長 

平成16年４月 取締役管理本部長（現任） 

9 

取締役 営業本部長 安藤 準一 昭和24年11月４日生 

昭和43年３月 ㈱アイエックス入社 

平成９年６月 取締役システム開発統括役員

補佐 

平成11年10月 合併により当社入社、執行役

員ソリューションシステム事

業部長 

平成12年７月 執行役員ソリューション営業

部長 

平成13年４月 eソリューション営業部長 

平成14年４月 ストラテジックマーケティン

グ室副室長 

平成14年６月 取締役就任ストラテジックマ

ーケティング室副室長 

平成16年４月 取締役営業本部長（現任） 

3 

取締役 
ソリューショ

ン事業本部長 
藤井 英一 昭和26年１月２日生 

昭和51年４月 三井情報開発㈱入社 

昭和54年７月 当社入社 

平成７年10月 ＳＩ第４事業部長 

平成12年10月 ファイナンシャル事業本部副

本部長兼証券保険事業部長 

平成13年４月 執行役員ファイナンシャル事

業本部副本部長兼証券保険事

業部長 

平成14年４月 ソリューション第１事業本部

長兼ビジネスイノベー 

ション事業部長 

平成14年６月 取締役就任ソリューション第

１事業本部長兼ビジネスイノ

ベーション事業部長 

平成15年４月 取締役ソリューション事業本

部長兼金融ソリューション事

業部長兼コンサルティンググ

ループ長 

平成16年４月 取締役ソリューション事業本

部長（現任） 

32 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 
営業本部副本

部長 
宮南 研 昭和35年３月10日生 

昭和57年４月 当社入社 

平成８年10月 システム・インテグレー 

ション事業本部ソリュー 

ションビジネスグループ部長 

平成12年７月 ソリューションシステム事業

部長 

平成12年10月 ソリューション事業本部副本

部長兼ソリューション事業部

長 

平成13年４月 執行役員ソリューション事業

本部副本部長兼ソリューショ

ン事業部長 

平成14年６月 取締役就任ソリューション第

２事業本部長 

平成15年４月 取締役営業統括本部副本部長 

平成16年４月 取締役営業本部副本部長（現

任） 

6 

常勤監査役   内橋 一雅 昭和15年６月29日生 

昭和38年４月 住友商事㈱入社 

昭和57年11月 SUMICOM,Inc.代表取締役社長 

昭和63年10月 日本エイサー㈱代表取締役社

長 

平成３年３月 ㈱アイエックス入社、顧問 

平成３年６月 取締役就任 

平成８年６月 常務取締役就任管理統括 

平成11年10月 当社常務取締役就任管理部門

担当 

平成13年10月 常務取締役管理本部長 

平成16年４月 常務取締役 

平成16年６月 常勤監査役就任（現任） 

17 

常勤監査役   坂場 汎 昭和14年５月27日生 

昭和37年４月 ㈱日立製作所入社 

昭和58年２月 日立ソフトウェアエンジニア

リング㈱入社経理部副部長 

昭和58年８月 企画室長 

平成９年２月 監査室部長 

平成11年７月 ㈱アイエックス入社 

平成11年10月 合併により当社入社、顧問 

平成13年６月 経理部長 

平成16年４月 管理本部副本部長 

平成16年６月 常勤監査役就任（現任） 

1 
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 （注） 監査役日暮英明、成川浩一及び本渡 章は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第

１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役   日暮 英明 昭和８年７月１日生 

昭和32年10月 ㈱千葉興業銀行入行 

昭和61年１月 同行事務部長 

昭和63年６月 同行取締役就任 

平成２年６月 ちば興銀ビジネスサービス㈱

代表取締役社長 

平成３年６月 ㈱千葉興業銀行常任監査役 

平成５年６月 ちば興銀スタッフサービス㈱

代表取締役社長 

平成８年６月 ちば興銀コンピュータソフト

㈱代表取締役社長 

平成10年６月 ㈱アイエックス監査役就任 

平成11年10月 当社監査役就任 

平成15年６月 常勤監査役就任 

平成16年６月 監査役（現任） 

2 

監査役   成川 浩一 昭和13年10月５日生 

昭和37年４月 住友商事㈱入社 

平成５年６月 同社取締役機電システム本部

副本部長 

平成10年４月 同社常務取締役エレクトロニ

クス・航空本部長 

平成11年６月 住商機電貿易㈱代表取締役社

長 

平成12年６月 ＪＳＡＴ㈱（ジェイサット

㈱）取締役副社長 

平成14年６月 同社常勤監査役 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

0 

監査役   本渡 章 昭和27年５月24日生 
昭和55年４月 弁護士登録、弁護士（現任） 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 
0 

        計 459 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本指針 

 当社では、経営の透明性とコンプライアンス（法令遵守）の実践を基本指針として企業活動を実施しておりま

す。この中においては、その中心をなす会社機関、すなわち取締役会及び監査役（会）のあり方が重要であり、こ

れらの機関が企業活動を行う中で効率的かつ健全に作用することが、企業価値の向上に繋がっていくものと認識し

ております。 

 当社は、取締役会、監査役（会）を中心に、既に設置している監査室、ＢＰＲ推進部、コンプライアンス委員会

の機能向上とプライバシーマーク制度、内部情報管理制度の運用徹底を図り、上記指針を実現するためのより良い

業務プロセスの構築に努めてまいる所存であります。 

②コーポレート・ガバナンスの体制及び実施状況 

a)監査役制度の選択 

 商法改正により会社機関について委員会等設置会社の制度が導入され、委員会制度と従来の監査役制度との選択

が求められることとなりましたが、当社では、経営上の重要事項の決定については、合議制による慎重な判断が必

要であると考え、また、監査役の機能強化も現行制度で可能と判断し、引続き監査役制度を採用することといたし

ました。 

b)取締役会 

 当社の取締役には、現在のところ社外取締役はおりません。しかしながら、審議状況は形式的な決議に止まら

ず、担当取締役からの重要事項の報告、これに対する審議も活発に行われており、経営の監督機能としての役割を

果たしているものと考えております。また、緊急時の参集も可能であり、意思決定の迅速性に欠けることはありま

せん。 

c)監査役（会） 

 当社の監査役は、５名のうち３名が社外監査役であり、取締役会等の重要な会議に出席し意見を述べるほか、毎

月開催される監査役会においては、取締役会の業務執行について、活発かつ厳正な監査を実施しており、機能強化

が図られております。 

d)監査室・ＢＰＲ推進部・コンプライアンス委員会 

 監査室は、会社業務の執行状況について妥当性の監査を実施するほか、プライバシーマーク制度に係る運用状況

の監査も行っております。 

 ＢＰＲ推進部は、業務プロセスの企画立案ならびに情報セキュリティ、プライバシーマーク制度、業務プロジェ

クトのリスク管理システム（ＰＲＡ）、品質管理システム（ＩＱＭＳ）の運用を行っております。 

コンプライアンス委員会は、反社会的勢力との取引を回避するための調査・審査機関であります。 

e)会計監査人・顧問弁護士 

 会計監査人とは監査契約に基づき会計監査を受けるほか、会計監査に関連する経理面での諸問題等につき適宜ア

ドバイスを受けております。 

 顧問弁護士とは常に密接な関係を保ち、日常発生する法律問題全般について指導・助言を受けております。 

f)業務プロセスの改善 

 当社では、経営の意思決定および業務執行は、業務プロセスを定義する社内業務フローに基づいて運用してお

り、随時必要な見直しを行い業務を執行しております。特に、最近では、契約締結上の牽制機能の改善を実施する

とともに、業務プロジェクトを計数的な分析を通して評価しトラブルの発生を未然に防止するリスク管理システム

（ＰＲＡ）と受注業務の開発プロセスを重視した品質管理システム（ＩＱＭＳ）を導入し、実効性のあるプロジェ

クト管理を行っております。 
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③業務執行・内部統制の概念図 

 
④役員報酬の内容 

 当社の取締役に対する報酬の内容は、平成14年６月27日開催の第24回定時株主総会で決議された年額３００百万

円を限度としており、当事業年度における報酬の総額は１９９百万円であります。 

 なお、当事業年度において当社の取締役はすべて社内取締役であります。 

 また、当社の監査役に対する報酬の内容は、平成11年７月30日開催の臨時株主総会で決議された年額５０百万円

を限度としており、当事業年度における報酬の総額は１５百万円であります。 

 なお、当事業年度において当社の監査役はすべて社外監査役であります。 

⑤監査報酬の内容 

 当社があずさ監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬の内容は、当事業年度における監査証明

に係る報酬１５百万円であります。 

 また、当社があずさ監査法人と締結した業務委託契約に基づく財務調査報酬は３百万円であります。 

監 査 役 （ 会 ） 取 締 役 会 会計監査人 

代表取締役社長 

担 当 取 締 役 

顧問弁護士 

監 査 室 

ＢＰＲ推進部 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会 事 業 ・ 営 業 部 門 

（監督） （監査） 
（会計監査） 

（指導助言） 
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第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 第25期事業年度（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで）は改正前の財務諸表等規則、第26期事業年度は

（平成15年４月１日から平成16年３月31まで）は改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 なお、第26期事業年度（平成15年４月１日から平成16年３月31まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第25期事業年度（平成14年４月１日から平成15年３月31日ま

で）の財務諸表については、公認会計士 安藤正夫及び小島徹也両氏並びに朝日監査法人により監査を受け、第26期

事業年度（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで）の財務諸表については、あずさ監査法人により監査を受け

ております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている朝日監査法人は、平成16年１月１日に名称変更し、あずさ監査法人と

なりました。 

３．連結財務諸表について 

 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 
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【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     1,202,965     1,190,002  

２．受取手形     1,491     －  

３．売掛金 ※１   3,035,143     3,602,778  

４．商品     14,853     14,253  

５．仕掛品     424,322     626,571  

６．前払費用     124,574     141,427  

７．未収法人税等     176,381     1,127  

８．繰延税金資産     291,549     481,253  

９．短期貸付金 ※１   －     147,395  

10．その他 ※１   111,404     35,817  

11．貸倒引当金     △61,900     △61,600  

流動資産合計     5,320,784 53.2   6,179,026 58.5 

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物 ※２ 917,318     857,821    

減価償却累計額   399,145 518,173   391,970 465,851  

２．構築物   6,349     6,349    

減価償却累計額   4,793 1,555   5,027 1,321  

３．車両運搬具   10,320     10,320    

減価償却累計額   6,133 4,187   7,469 2,851  

４．器具備品   369,445     411,666    

減価償却累計額   224,221 145,224   276,756 134,909  

５．土地 ※２   332,917     291,467  

６．建設仮勘定     41,580     －  

有形固定資産合計     1,043,638 10.4   896,401 8.5 
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前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産              

１．ソフトウェア     30,927     245,727  

２．施設利用権     962     778  

３．電話加入権     8,980     8,689  

４．ソフトウェア仮勘定     287,490     －  

５．その他     223     －  

無形固定資産合計     328,584 3.3   255,195 2.4 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券     375,532     585,662  

２．関係会社株式     79,905     124,545  

３．長期貸付金     20,008     9,400  

４．関係会社長期貸付金     2,387     60,000  

５．賃貸建物等 ※２ 826,085     886,070    

減価償却累計額   474,260 351,824   547,047 339,023  

６．賃貸土地 ※２   1,283,451     1,324,901  

７．破産更生債権等     2,019     20,317  

８．保険積立金     106,259     8,891  

９．保証金     286,382     286,489  

10．会員権     241,612     46,372  

11．繰延税金資産     730,792     448,291  

12．その他     2,000     －  

13．貸倒引当金     △171,100     △18,000  

投資その他の資産合計     3,311,074 33.1   3,235,894 30.6 

固定資産合計     4,683,297 46.8   4,387,491 41.5 

資産合計     10,004,082 100.0   10,566,517 100.0 
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前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金 ※１   717,157     698,181  

２．短期借入金     1,888,300     2,073,900  

３．１年内返済予定長期
借入金 

    83,200     332,200  

４．未払金 ※１   474,382     210,539  

５．未払法人税等     8,131     13,952  

６．未払消費税等     73,814     106,742  

７．未払費用     699,366     678,092  

８．前受金     35,556     8,528  

９．預り金     28,374     31,004  

10．その他     14,669     16,968  

流動負債合計     4,022,951 40.2   4,170,108 39.4 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金     107,600     346,800  

２．退職給付引当金     1,054,548     1,266,520  

３．役員退職慰労引当金     311,700     194,900  

４．その他     15,188     17,015  

固定負債合計     1,489,036 14.9   1,825,235 17.3 

負債合計     5,511,987 55.1   5,995,343 56.7 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※３   1,180,897 11.8   1,180,897 11.2 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   1,923,803     1,923,803    

資本剰余金合計     1,923,803 19.2   1,923,803 18.2 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   295,224     295,224    

２．任意積立金              

(1）プログラム準備金   1,615     －    

(2）別途積立金   1,854,863     1,104,863    

３．当期未処分利益又は 
  当期未処理損失(△) 

  △663,841     68,413    

利益剰余金合計     1,487,861 14.9   1,468,501 13.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    6,432 0.1   167,316 1.6 

Ⅴ 自己株式 ※４   △106,899 △1.1   △169,345 △1.6 

資本合計     4,492,095 44.9   4,571,173 43.3 

負債資本合計     10,004,082 100.0   10,566,517 100.0 
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②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．情報サービス収入   16,621,950     15,561,224    

２．商製品売上高   59,036     154,716    

３．その他売上高   61,728 16,742,714 100.0 － 15,715,941 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※３            

１．情報サービス収入原価   14,542,193     13,231,792    

２．商製品売上原価   37,070     124,571    

３．その他売上原価   50,610 14,629,874 87.4 － 13,356,363 85.0 

売上総利益     2,112,840 12.6   2,359,577 15.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３            

１．広告宣伝費   15,064     22,624    

２．貸倒引当金繰入額   1,618     15,599    

３．役員報酬   245,136     214,392    

４．給料手当   682,875     670,355    

５．賞与   182,301     202,533    

６．退職給付費用   63,531     83,604    

７．役員退職慰労引当金繰
入額 

  49,000     34,200    

８．法定福利費   127,277     125,780    

９．外注費   －     57,012    

10．福利厚生費   28,654     30,663    

11．会議研修費   57,382     59,189    

12．採用費   19,196     9,398    

13．交際費   27,488     27,428    

14．旅費交通費   57,261     59,403    

15．通信費   28,014     19,348    

16．水道光熱費   10,181     7,274    
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前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

17．消耗品費   50,509     25,175    

18．租税公課   25,954     22,924    

19．事業所税   14,669     14,773    

20．減価償却費   54,388     99,002    

21．修繕費   31,406     25,133    

22．保険料   4,321     965    

23．報酬委託手数料   160,593     121,679    

24．機械リース料   656     407    

25．地代家賃   165,027     146,629    

26．研究開発費   94,846     72,379    

27．雑費   82,244 2,279,602 13.6 39,806 2,207,685 14.0 

営業利益又は 
営業損失（△） 

    △166,762 △1.0   151,891 1.0 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   2,113     3,191    

２．有価証券利息   517     224    

３．受取配当金   6,665     7,120    

４．受取手数料   8,020     6,044    

５．賃貸収入   39,878     61,600    

６．雑収入   17,452 74,648 0.4 15,338 93,519 0.6 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   22,292     31,329    

２．賃貸収入原価   49,689     49,457    

３．保険解約損   9,894     23,814    

４．雑損失   1,778 83,654 0.5 887 105,488 0.7 

経常利益又は 
経常損失（△） 

    △175,767 △1.1   139,922 0.9 

Ⅵ 特別利益              

１．投資有価証券売却益   2,940     30,563    

２．関係会社清算益   25,715 28,655 0.2 － 30,563 0.2 
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前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※１ 3,108     219    

２．固定資産廃棄損 ※２ 157,491     2,382    

３．退職給付会計基準変更
時差異償却 

  71,629     71,629    

４．事務所移転費用   139,628     －    

５．ホテル事業撤退損   120,162     －    

６．投資有価証券評価損   177,791     79    

７．関係会社株式評価損   －     27,360    

８．会員権評価損   35,327     20,739    

９．その他   － 705,138 4.2 3,987 126,397 0.8 

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 

    △852,251 △5.1   44,088 0.3 

法人税、住民税及び事
業税 

  13,963     13,952    

過年度法人税等   29,070     3,674    

法人税等調整額   △194,365 △151,331 △0.9 △17,852 △225 △0.0 

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

    △700,919 △4.2   44,314 0.3 

前期繰越利益     37,077     24,114  

自己株式処分差損     －     15  

当期未処分利益又は 
当期未処理損失（△） 

    △663,841     68,413  
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Ａ．情報サービス収入原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費   6,963,204 47.3 6,867,900 50.9 

Ⅱ 外注費   6,262,540 42.5 5,682,437 42.2 

Ⅲ 経費 ※２ 1,498,923 10.2 933,394 6.9 

当期総情報サービス費
用 

  14,724,667 100.0 13,483,733 100.0 

仕掛品期首たな卸高   436,639   424,322  

他勘定への振替高 ※３ 194,791   49,691  

合計   14,966,515   13,858,363  

仕掛品期末たな卸高   424,322   626,571  

当期情報サービス収入
原価 

  14,542,193   13,231,792  

           

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 １．原価計算の方法は、個別原価計算を採用しており

ます。 

 １．原価計算の方法は、個別原価計算を採用しており

ます。 

※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

地代家賃 228,365千円 地代家賃 235,463千円 

旅費交通費 226,929千円 旅費交通費 139,122千円 

減価償却費 102,961千円 減価償却費 60,927千円 

※３．他勘定への振替高の主な内訳は次のとおりであり

ます。 

※３．他勘定への振替高の主な内訳は次のとおりであり

ます。 

商製品売上原価へ振替 747千円 販売費及び一般管理費へ振替 49,691千円 

販売費及び一般管理費へ振替 194,043千円 うち研究開発費 20,639千円 

うち会議研修費 21,443千円 雑費 27,077千円 

研究開発費 94,846千円       

雑費 74,919千円       
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Ｂ．商品（商製品）売上原価明細書 

 （注） 

Ｃ．その他の売上原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 商製品期首たな卸高   － 14,853 

Ⅱ 当期商品仕入高   51,175 123,971 

Ⅲ 他勘定からの振替高 ※１ 747 － 

合計   51,923 138,824 

Ⅳ 商製品期末たな卸高   14,853 14,253 

当期商製品売上原価   37,070 124,571 

       

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１．他勘定からの振替高は情報サービス収入原価から

の振替であります。 

―――――― 

   
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 労務費   13,379 － 

Ⅱ 外注費   2,320 － 

Ⅲ その他   34,910 － 

当期その他売上原価   50,610 － 
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③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

  △852,251 44,088 

減価償却費   202,013 195,761 

退職給付引当金増加額   181,326 211,972 

役員退職慰労引当金増加
額（△減少額） 

  49,000 △116,800 

貸倒引当金増加額   9,400 15,599 

受取利息及び受取配当金   △9,297 △10,537 

支払利息   22,292 31,329 

保険解約損   － 23,814 

固定資産除売却損   130,331 2,601 

ホテル事業撤退損   111,412 － 

投資有価証券評価損   177,791 27,439 

投資有価証券売却益   △6,457 △30,563 

関係会社清算益   △25,715 － 

会員権評価損   26,028 20,739 

その他特別損失   － 3,987 

売上債権の減少額（△増
加額） 

  256,586 △589,083 

たな卸資産の増加額   △2,535 △201,649 

仕入債務の減少額   △658,027 △18,975 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

  △21,893 48,598 

その他債権の減少額（△
増加額） 

  △19,097 6,696 

その他債務の増加額（△
減少額） 

  207,299 △306,361 

その他固定負債増加額   12,362 1,827 

小計   △209,433 △639,516 

利息及び配当金受取額   9,204 10,501 

利息支払額   △25,368 △31,336 

法人税等支払額   △358,336 △12,932 

法人税等還付額   － 176,381 

営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  △583,935 △496,902 
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前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

定期預金の預入による
支出 

  △100,000 － 

有価証券の取得による
支出 

  △36,098 △75,617 

有価証券の売却による
収入 

  14,352 61,005 

有価証券の満期による
収入 

  － 34,500 

固定資産の取得による
支出 

  △509,970 △22,127 

固定資産の売却による
収入 

  5,147 72 

子会社の清算による収
入 

  80,000 － 

短期貸付金の貸付によ
る支出 

  △60,000 △50,000 

短期貸付金の回収によ
る収入 

  45,000 － 

長期貸付金の貸付によ
る支出 

  △5,000 △100,000 

長期貸付金の回収によ
る収入 

  21,996 13,209 

保険積立金の解約によ
る収入 

  － 74,891 

その他の投資等の回収
による収入 

  119,316 1,180 

投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  △425,257 △62,886 

Ⅲ 財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

     

短期借入による収入   4,340,000 3,600,000 

短期借入金の返済によ
る支出 

  △3,125,700 △3,414,400 

長期借入による収入   300,000 700,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △210,200 △211,800 

自己株式の取得による
支出 

  △92,680 △62,586 

自己株式の売却による
収入 

  － 125 

配当金の支払額   △68,074 △64,513 

財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

  1,143,344 546,825 
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④【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

  134,151 △12,962 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首
残高 

  968,813 1,102,965 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末
残高 

※１ 1,102,965 1,090,002 

       

   
前事業年度 
（株主総会承認日 
平成15年６月26日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成16年６月25日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益又は 
当期未処理損失（△） 

    △663,841   68,413 

Ⅱ 任意積立金取崩高          

プログラム準備金取崩高   1,615   －  

別途積立金取崩高   750,000 751,615 － － 

合計     87,773   68,413 

Ⅲ 利益処分額          

配当金   63,658 63,658 62,522 62,522 

Ⅳ 次期繰越利益     24,114   5,891 
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重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社及び関連会社株式 

同    左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

同    左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同    左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 

移動平均法による原価法 

商品 

同    左 

仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同    左 

３．固定資産の減価償却の方法 ３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 

…定率法 同    左 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用しております。 

 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。  

建物及び構築物  ３～47年  

器具備品     ４～20年  

無形固定資産 

営業権 

無形固定資産 

―――――― 

…商法の規定する最長期間（５年間）にわたる均等償却   

ソフトウェア ソフトウェア 

…自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

同    左 

それ以外 それ以外 

…定額法 同    左 

長期前払費用 ―――――― 

…定額法   

投資その他の資産 投資その他の資産 

賃貸建物等 賃貸建物等 

…定率法 同    左 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用しております。 

 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。  

建物及び構築物  ８～39年  

器具備品     ６～８年  
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前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同    左 

退職給付引当金 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

同    左 

 なお、会計基準変更時差異（358,147千円）については、５年に

よる按分額を特別損失として処理しております。 

  

 過去勤務債務は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分した額

を費用処理しております。 

  

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしており

ます。 

  

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給

額の全額を計上しております。 

同    左 

５.リース取引の処理方法 ５.リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

同    左 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

同    左 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 ７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 同    左 
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会計方針の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

（自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準） ―――――― 

 「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第１号）が平成14年４月１日以降に

適用されることになったことに伴い、当事業年度から同

会計基準によっております。これによる当事業年度の損

益に与える影響は軽微であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

 

（１株当たり情報） ―――――― 

 「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が

平成14年４月１日以降開始する事業年度に係る財務諸表

から適用されることになったことに伴い、当事業年度か

ら同会計基準及び適用指針によっております。なお、こ

れによる影響については、１株当たり情報に記載してお

ります。 

 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

──────  （貸借対照表） 

 前期まで流動資産の「その他」に含めて表示してお

りました「短期貸付金」は、当期において、資産の総

額の100分の１を超えたため区分掲記しております。 

 なお、前期末の「短期貸付金」は57,609千円であり

ます。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

※１．関係会社に対する主な資産及び負債 ※１．関係会社に対する主な資産及び負債 

売掛金 170,934千円 

その他（未収入金） 2,100千円 

その他（短期貸付金） 47,613千円 

買掛金 42,912千円 

未払金 5,340千円 

売掛金 175,378千円 

短期貸付金 137,387千円 

その他（未収入金） 27,162千円 

買掛金 29,147千円 

未払金 5,996千円 

※２．用途変更に伴い、有形固定資産の「建物」337,052

千円及び「器具備品」33,953千円を投資その他の

資産の「賃貸建物等」へ、有形固定資産の「土

地」1,283,451千円を投資その他の資産の「賃貸土

地」へそれぞれ振替えております。 

※２．用途変更に伴い、有形固定資産の「建物」59,984

千円を投資その他の資産の「賃貸建物等」へ、有

形固定資産の「土地」41,450千円を投資その他の

資産の「賃貸土地」へそれぞれ振替えておりま

す。 

※３．授権株式数 普通株式 50,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 13,034,660株 

※３．授権株式数 普通株式 50,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 13,034,660株 

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式302,955

株であります。 

※４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

530,255株であります。 

 ５．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行９行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 ５．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行９行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の総額 3,600,000千円 

借入実行残高 1,813,300千円 

差引額 1,786,700千円 

当座貸越極度額の総額 3,700,000千円 

借入実行残高 1,873,900千円 

差引額 1,826,100千円 

 ６．配当制限  ６．配当制限 

商法第290条第１項第６号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は6,432千円で

あります。 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は167,316千

円であります。 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１．固定資産売却損の内訳は、電話加入権でありま

す。 

※１．固定資産売却損の内訳は、電話加入権でありま

す。 

※２．固定資産廃棄損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２．固定資産廃棄損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 46,085千円 

構築物 396千円 

器具備品 78,326千円 

ソフトウェア 2,415千円 

原状回復費用 30,267千円 

器具備品 2,199千円 

無形固定資産（その他） 183千円 

     

     

     

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

94,846千円 72,379千円 
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成15年３月31日現在） （平成16年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,202,965

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金 

△100,000

現金及び現金同等物期末残高 1,102,965

現金及び預金勘定 1,190,002

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金 

△100,000

現金及び現金同等物期末残高 1,090,002

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 18,246 10,766 7,480 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 5,790 1,544 4,246 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同    左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,234千円 

１年超 4,246千円 

合計 7,480千円 

１年内 1,158千円 

１年超 3,088千円 

合計 4,246千円 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同    左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2,877千円 

減価償却費相当額 2,877千円 

支払リース料 3,234千円 

減価償却費相当額 3,234千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同    左 
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）前事業年度 

(1)株式に含まれる６銘柄につきましては、128,651千円の減損処理を行っております。なお、当該株式の減損

にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落

した場合には内規に基づき減損処理を行っております。 

２．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

（注）前事業年度は、売却損益の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 

前事業年度（平成15年３月31日） 当事業年度（平成16年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 50,143 65,750 15,606 242,901 527,538 284,637 

(2）債券            

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 50,143 65,750 15,606 242,901 527,538 284,637 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 137,472 132,722 △4,749 7,910 5,663 △2,246 

(2）債券            

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 137,472 132,722 △4,749 7,910 5,663 △2,246 

合計 187,615 198,472 10,857 250,811 533,202 282,390 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

－ － － 95,505 30,563 － 

 
前事業年度（平成15年３月31日） 当事業年度（平成16年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社及び関連会社の有価証

券 
   

子会社株式 － 70,000 

関連会社株式 79,905 54,545 

(2）その他有価証券    

非上場株式 

（店頭売買株式を除く） 
142,560 52,460 

非上場転換社債 

（店頭売買転換社債を除く) 
34,500 － 
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４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引は全くおこなっておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引は全くおこなっておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けておりま

す。 

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注） 自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない複数事業主制度について、加入人数比

率により計算した年金資産額（前事業年度1,965,127千円、当事業年度2,602,119千円）を含めておりません。

 

前事業年度（平成15年３月31日） 当事業年度（平成16年３月31日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券                

(1）国債・地方債等 － － － － － － － － 

(2）社債 34,500 － － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － － － 

２．その他 － － － － － － － － 

合計 34,500 － － － － － － － 

 
前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

  (1）退職給付債務（千円） △2,380,787 △2,573,729  

  (2）年金資産（注）（千円） 806,011 955,271  

 
(3）未積立退職給付債務 

（1）＋（2）（千円） 
△1,574,775 △1,618,458  

 
(4）会計基準変更時差異の未処理額 

（千円） 179,073 107,444  

  (5）未認識数理計算上の差異（千円） 242,198 155,434  

 
(6）未認識過去勤務債務（債務の減額） 

（千円） 98,955 89,060  

 
(7）貸借対照表計上額純額 

（3）＋（4）＋（5）＋（6）（千円） 
△1,054,548 △1,266,520  

  (8）前払年金費用（千円） － －  

 
(9）退職給付引当金 

（7）－（8）（千円） 
△1,054,548 △1,266,520  
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３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  退職給付費用      

  (1）勤務費用（千円） 224,396 250,395  

  (2）利息費用（千円） 60,799 59,519  

  (3）期待運用収益（減算）（千円） △22,696 △24,180  

 
(4）会計処理基準変更時差異の費用処理額
（千円） 

71,629 71,629  

 
(5）数理計算上の差異の費用処理額 
（千円） 

3,749 22,704  

  (6）過去勤務債務の費用処理額（千円） 9,895 9,895  

 
(7）複数事業主の年金制度への掛金拠出額
（千円） 

156,049 149,929  

  退職給付費用（千円） 503,823 539,894  

 
前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

(1）割引率（％） 2.5 2.5 

(2）期待運用収益率（％） 3.0 3.0 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）過去勤務債務の額の処理年数（年） 11 11 

(5）数理計算上の差異の処理年数（年） 11 11 

(6）会計基準変更時差異の処理年数（年） ５ ５ 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (単位 千円)

繰延税金資産（流動）  

未払賞与超過額 214,969

未払賞与にかかる社会保険料 31,463

貸倒引当金 26,221

その他 18,895

合計 291,549

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金超過額 368,409

役員退職慰労引当金 127,017

会員権評価損 153,581

繰越欠損金相当額 227,049

その他 34,200

小計 910,257

評価性引当額 △175,041

合計 735,216

繰延税金負債（固定） 4,424

繰延税金資産（固定）の純額 730,792

  (単位 千円)

繰延税金資産（流動）  

未払賞与超過額 248,494

未払賞与にかかる社会保険料 27,827

貸倒引当金 27,978

繰越欠損金相当額 158,522

その他 18,429

合計 481,253

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金超過額 481,067

役員退職慰労引当金 79,421

会員権評価損 84,679

その他 24,308

小計 669,477

評価性引当額 △106,111

合計 563,365

繰延税金負債（固定） 115,074

繰延税金資産（固定）の純額 448,291

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

 当事業年度は税引前当期純損失を計上したため、記

載をしておりません。 

（単位 ％） 

法定実効税率 

（調整） 
42.0

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
28.1

住民税均等割等 31.7

評価性引当額増減 △128.3

税率変更による期末繰延税金資産の

減額修正 
23.4

その他 2.6

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
△0.5

３．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴

い、当事業年度末における一時差異のうち平成16年４

月１日以降に解消が見込まれる一時差異については、

改正後の税率に基づく法定実効税率により繰延税金資

産を計上しております。 

 この税率の変更により、繰延税金資産及びその他有

価証券評価差額金に相当する繰延税金負債はそれぞれ

23,454千円、141千円減少し、法人税等調整額が23,454

千円増加しております。 

３．        ―――――― 
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（持分法損益等） 

【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

 該当する取引はありません。 

当事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

子会社等 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

上記会社への当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

関連会社に対する投資の金額 15,000千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 －千円 

関連会社の債務超過額のうち持分に負担
させるべき金額 

△45,000千円 

持分法を適用した場合の投資損失の金額 △40,449千円 

関連会社に対する投資の金額 17,000千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 －千円 

関連会社の債務超過額のうち持分に負担
させるべき金額 

△70,518千円 

持分法を適用した場合の投資損失の金額 △27,518千円 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

関連会社 

シーディ

ーシーソ

リューシ

ョンズ株

式会社 

東京都 

品川区 
85,000 

情報サー

ビス 

（所有） 

直接20.0 
役員1名 

資金援

助及び

営業上

の取引 

ソフトウ 

ェア開発 

資金の貸付 

175,162 

100,000 

売掛金 

貸付金 

138,800 

145,000 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 352円83銭 

１株当たり当期純損失金額 54円42銭 

１株当たり純資産額 365円57銭 

１株当たり当期純利益金額 3円53銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失金額が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第４号）を適用しております。 

なお、これによる影響は軽微であります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当期純損益（千円） △700,919 44,314 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損益（千円） △700,919 44,314 

期中平均株式数（株） 12,880,548 12,557,075 
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⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱ビジネスバンクコンサルティング 100,000 146,000 

岡三ホールディングス㈱ 100,000 67,800 

㈱三菱東京フィナンシャル・グループ 61.65 63,499 

㈱ＵＦＪホールディングス 90.14 59,672 

㈱日新製糖 250,000 49,000 

㈱東京都民銀行 21,000 47,145 

㈱千葉興業銀行 59,750 38,837 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 32.61 25,109 

日本紙パルプ商事㈱ 63,000 23,562 

セコムトラストネット㈱ 100 18,040 

その他（12銘柄） 86,719.386 46,995 

合計 680,753.786 585,662 

-47-



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増加額・減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末 
残高（千円） 

有形固定資産               

建物 917,318 488 59,984 857,821 391,970 30,970 465,851 

構築物 6,349 － － 6,349 5,027 234 1,321 

車両運搬具 10,320 － － 10,320 7,469 1,335 2,851 

器具備品 369,445 58,039 15,818 411,666 276,756 66,154 134,909 

土地 332,917 － 41,450 291,467 － － 291,467 

建設仮勘定 41,580 － 41,580 － － － － 

有形固定資産計 1,677,932 58,527 158,833 1,577,625 681,224 98,695 896,401 

無形固定資産               

ソフトウェア 82,482 277,000 － 359,483 113,756 62,200 245,727 

施設利用権 2,791 － － 2,791 2,013 184 778 

電話加入権 8,980 － 291 8,689 － － 8,689 

ソフトウェア仮勘定 287,490 － 287,490 － － － － 

その他 400 － 400 － － 40 － 

無形固定資産計 382,145 277,000 288,181 370,964 115,769 62,425 255,195 

投資その他の資産               

賃貸建物等 826,085 59,984 － 886,070 547,047 34,641 339,023 

賃貸土地 1,283,451 41,450 － 1,324,901 － － 1,324,901 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 減少額 用途変更に伴い、投資その他資産「賃貸建物等」へ振替 59,984 

器具備品 増加額 ＥＲＰ導入完了に伴い、「建設仮勘定」からの振替 39,600 

土地 減少額 用途変更に伴い、投資その他資産「賃貸土地」へ振替 41,450 

建設仮勘定 減少額 ＥＲＰ導入完了に伴い、「器具備品」へ振替 41,580 

ソフトウェア 増加額 ＥＲＰ導入完了に伴い、「ソフトウェア仮勘定」からの振替 273,800 

ソフトウェア仮勘定 減少額 ＥＲＰ導入完了に伴い、「ソフトウェア」へ振替 287,490 

賃貸建物等 増加額 用途変更に伴い、有形固定資産「建物」からの振替 59,984 

賃貸土地 増加額 用途変更に伴い、有形固定資産「土地」からの振替 41,450 
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【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。 

【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、530,255株であります。 

２．当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,888,300 2,073,900 1.3 － 

１年内返済予定長期借入金 83,200 332,200 1.1 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 107,600 346,800 1.1 平成17年～18年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 2,079,100 2,752,900 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 269,400 77,400 － － 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 1,180,897 － － 1,180,897 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式(注)１ （株） (13,034,660) (－) (－) (13,034,660) 

普通株式 （千円） 1,180,897 － － 1,180,897 

計 （株） (13,034,660) (－) (－) (13,034,660) 

計 （千円） 1,180,897 － － 1,180,897 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）          

株式払込剰余金 （千円） 647,125 － － 647,125 

合併差益 （千円） 1,276,678 － － 1,276,678 

計 （千円） 1,923,803 － － 1,923,803 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 295,224 － － 295,224 

（任意積立金）          

プログラム準備金 

(注)２ 
（千円） 1,615 － 1,615 － 

別途積立金(注)２ （千円） 1,854,863 － 750,000 1,104,863 

計 （千円） 2,151,703 － 751,615 1,400,087 
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【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 233,000 16,476 168,999 877 79,600 

役員退職慰労引当金 311,700 34,200 151,000 － 194,900 

-50-



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

イ）相手先別内訳 

ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

３）商品 

区分 金額（千円） 

現金 1,335 

預金の種類  

当座預金 863,056 

普通預金 1,610 

定期預金 323,035 

別段預金 964 

小計 1,188,666 

合計 1,190,002 

相手先 金額（千円） 

㈱日立製作所 514,995 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 332,307 

ＮＥＣソフト㈱ 235,720 

日本電気㈱ 166,096 

ＫＤＤＩ㈱ 149,040 

その他 2,204,617 

合計 3,602,778 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 
───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 
───── 
(B) 
───── 
366 

3,035,143 16,501,738 15,934,103 3,602,778 81.6 73.6 

品名 金額（千円） 

ソフトウェア 14,253 

合計 14,253 
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４）仕掛品 

５）繰延税金資産 

 繰延税金資産は、流動資産と固定資産の合計で929,544千円であり、その内容については「財務諸表等(1)財

務諸表 注記事項（税効果会計関係）」に記載しております。 

② 流動負債 

１）買掛金 

２）短期借入金 

品名 金額（千円） 

コンサルティング・サービス 29,052 

システム・インテグレーション・サービス 573,754 

システムマネージメントサービス 23,765 

合計 626,571 

相手先 金額（千円） 

㈱アクロネット 59,393 

㈱シマンテック 43,060 

㈱共達ネットワーク 32,891 

㈱ソフト技研 26,746 

エヌイーシーネクサソリューションズ㈱ 23,652 

その他 512,437 

合計 698,181 

借入先 金額（千円） 

㈱ＵＦＪ銀行 540,000 

㈱東京三菱銀行 408,900 

㈱みずほ銀行 365,000 

㈱東京都民銀行 225,000 

㈱三井住友銀行 220,000 

その他 315,000 

合計 2,073,900 
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３）未払費用 

③ 固定負債 

退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

内訳 金額（千円） 

未払賞与 609,803 

社会保険料 68,289 

合計 678,092 

区分 金額（千円） 

退職給付債務 2,573,729 

年金資産 △955,271 

会計基準変更時差異の未処理額 △107,444 

未認識数理計算上の差異 △155,434 

未認識過去勤務債務 △89,060 

合計 1,266,520 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

株主名簿閉鎖の期間 基準日制度を採っているため閉鎖しない 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱信託銀行株式会社 

取次所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱信託銀行株式会社 

取次所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 
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第７【提出会社の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第25期）（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）平成15年６月26日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第26期中）（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日）平成15年12月19日関東財務局長に提出 

(3）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成15年３月１日 至 平成15年３月31日）平成15年４月８日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年４月30日）平成15年５月８日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年５月１日 至 平成15年５月31日）平成15年６月６日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年６月１日 至 平成15年６月26日）平成15年７月11日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年６月26日 至 平成15年６月30日）平成15年７月11日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年７月１日 至 平成15年７月31日）平成15年８月８日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年８月１日 至 平成15年８月31日）平成15年９月10日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年９月１日 至 平成15年９月30日）平成15年10月10日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年10月１日 至 平成15年10月31日）平成15年11月10日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年11月１日 至 平成15年11月30日）平成15年12月11日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年12月１日 至 平成15年12月31日）平成16年１月９日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年１月１日 至 平成16年１月31日）平成16年２月10日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年２月１日 至 平成16年２月29日）平成16年３月10日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年３月１日 至 平成16年３月31日）平成16年４月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年４月30日）平成16年５月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成16年５月１日 至 平成16年５月31日）平成16年６月14日関東財務局長に提出 
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